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・内海運送に「モーダノレ・シフト (modalshift) J することなどを提案している。この答申
を受けて， 1991年 6 月に「多頻度少量輸送等改善協議会J が発足した。






















業白書所載)J によると，配送頻度が 1 日に 1 回以上の商品の比率が38.1% (1985年には34.5






















が 21. 9%であったのに， 1990年12月時点では実に35.5%にアップしている。中小企業事業団
の同時期の「経営戦略調査」によると，製造業で1985年時点に比べて「受注してから納入まで
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以上の結果などから，大蔵省の平成 3 年(1991年〉版「法人企業統計年報」によると図 2 の





現状で十分」という企業は全体の僅か 2% (集配車〉から 9% (運行車〉に過ぎず，運輸省の
しかも夜間のトラックの運転手の数はトラック 1 台当り 1 人を下回り始め，調査では，最近，
輸送を嫌う若者が増加して，物流費を上昇さぜているとしている。さらに1990年末に運輸政策
審議会物流部会は2000年には物流量の増大，労働時間の短縮によって運転手を中心として，現
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「ジャスト・イン・タイム (just in time) 方式」への今後の対応
(台/日・店)
10 90 ト棒グラフ : 1 日当り納品車両台数(左目盛)
折線グラフ{ー共配センタ一物流費(左目盛)
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75/2 76/2 .7/2 78/2 79/2 80/2 81/2 82/2 83/2 84/2 85/2 86/2 87/2 88/2 89/2 90/2 
(注1) 1 日当り納品車両台数は， 1 店に 1 日当たり平均何台の納品車が来るかを表した数字(1週間平均〉
(注 2) 共配セγタ一物流費は，首都圏のチルド (50C) 共同配送セシターの物流コストを87/2期を100とした趨
性値で表示している。
図 3 セブンーイレブン・ジャパンの納品車両台数，売り上げ，物流費の推移












ム KIT (Kyodoyuso Information Transportation)J などがある。
また製造業においても，すでにほぼ同様のシステムで，発注者と納入者が連携して各社の製
品を共同集荷して輸送する混載便を仕立てることが行われているが，さらに部品の共用化を進
めたり，データ・キャリヤ・システム (data carrier system) で部品の変更を必要とする





































¥.POP (Point Of Production 生産時点情報管理システム〉での対応が可能になる。トヨタ自動車の
「新 ALC (Assernbly Line Control) システムJ などはその代表例の一つである。このシステムの
詳細については，長岡一三 WHIM 時代の搬送』情報調査会， 1991年， 48ページを参照。
- 46 一














では， トレーラーを走行させるとき索引車もコンテナも一様に長さを 12m，重量を20 トンに
(14) 





Mに比べて大きく遅れているし，高速道路も約 5 千 km で米国の 8 万 4 千 km に遠く及ばず，
面積が日本の本州とほぼ等しい旧西ドイツの約 9 千 km に対して僅か56%に過ぎなし、。一般
国道の総延長は約10万 km で，内約 4.6万 km については建設省は改良済みとしているが，
それも幅が 5.5m のものが大部分で，これはトラックがかろうじてすれちがえる幅である。
幅が 7m 以上の道路は l 万 km で全体の23%に過ぎないが，これを先進諸国と此較してみる
と，米国では 41. 3万 km で64%，フランスでは2.2万 km で78%といずれも高率を占めてい
る。
3 .輸送形態の転換
輸送手段についても形態の転換 (modal shift) が進み， トラックをそのまま貨車に乗せて，
幹線分部を鉄道で輸送するいわゆるピギーパック方式 (piggyback!system涯の運搬が一層普
及する。この輸送方式は図 4 に示すように最近急速に台数を伸ばしてきている。また環境問題
(14) トラ y グなどの事両でタイヤとタイヤの聞をつなぐシャフト。一般のトラックでは 2軸だが，大型














61年 62年 63年 元年 2 年 2 年
11 月- 11 月- 7 月- 8 月- 3 月- 10月~
図 4 ピギーバッグ輸送の推移




| トラ長グ | トフ長グ設定数 輸送数
昭和畔度| 32台 I 3， 730台
昭和畔度| 96台 I 16， 704台
昭和6峨| 附 I 31， 236台
平成元年度| 捌台 I 49， 216台











九州大学の「マリーン・エクスプレス (marine express) 構想研究委員会」は，この程10
年後の完成を目指して，海底と陸上を繋ぐリニアモータ車の軌道を全国主要都市聞に張り巡ら
し，貨物輸送として使用する新しい物流システムの構想を発表している。 AI (Artificial Inteｭ










最近の 1 千トン程度の貨物を積む高速貨物船 CTSL: Techno Super Liner) の開発競争を
見ると，海上移動工場の実現も遠くないことが伺われる。この高速貨物船については，とくに
従来ネ y クとなっていた速度について，波や水の抵抗の影響をできるだけ避けるために水面か
ら船体を持ち上げて， 50ノット(約 90km/時間〉以上の速度， 930km 以上の航続距離を可
能にしようとするものである。これには空気浮上型(全長 127m) と翼揚力浮上型(全長 85
m) の 2 種類があり，三井造船や石川播磨工業など 7 社の造船企業が 2 チームに別れて，約100
億円をかけ1989年 6 月から開発がスタートしている。当面1994年に基礎試験を完了して， 1990 
年代の後半の実船建造を目指しているが，翼揚力浮上型では，最近すでに川崎重工業が乗員





またシ γ プ・アンド・オーシャン財団(日本造船振興財団の後身)が約50億円をかけて 1985
年から開発に着手し，三菱重工業神戸造船所などに設計，建造を依頼していた超電導電磁推進
機関を使用した実験船「ヤマト 1 C全長 26m，幅 10m，乗員10名，排水量280 トン)J がこの
程完成して，実験航行に入ってしる。現在 8 ノット程度で自転車なみの速度だが，適正な超電
導磁石が開発されれば，将来は100ノットの速度も十分可能である。さらにこの場合には音響，
振動が全くなく，太陽エネルギーで、電力を得られれば，クリーンな環境が実現できることなど
から次世代の船舶のホープと考えられている。
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